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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

  

第一部 【企業情報】

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 28,259,616 23,040,637 23,593,827 24,392,540 23,774,891

経常利益 (千円) 570,192 230,065 474,076 377,960 603,213

当期純利益 
又は当期純損失(△)

(千円) 296,781 △413,068 240,708 191,644 338,887

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ―

資本金 (千円) 150,000 150,000 150,000 381,734 381,734

発行済株式総数 (株) 283,400 283,400 283,400 1,351,600 1,351,600

純資産額 (千円) 2,593,365 2,169,325 2,403,485 3,189,739 3,447,422

総資産額 (千円) 13,300,996 11,446,885 11,710,892 11,667,289 10,763,574

１株当たり純資産額 (円) 9,150.90 7,654.64 8,480.89 2,360.11 2,550.77

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額)

(円)
旧株 50.00 
新株  0.42 

(─)

25.00

(─)

100.00

(─)

40.00

(─)

50.00

(20.00)

１株当たり当期純利益金額 
又は１株当たり 
当期純損失金額(△)

(円) 1,056.46 △1,457.55 849.36 165.43 250.74

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 19.5 19.0 20.5 27.3 32.0

自己資本利益率 (％) 12.1 △17.3 10.5 6.9 10.2

株価収益率 (倍) ─ ─ ─ 18.01 9.01

配当性向 (％) 4.7 ─ 11.8 24.2 19.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △558,835 597,385 366,965 1,299,995

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △75,766 △513,808 648,248 △915,969

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ─ △184,399 △436,258 △95,362 △1,216,156

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ─ 657,146 304,519 1,224,372 392,344

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
273 

(229)
291

(148)
295
(97)

309 
(96)

306
(75)



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 株価収益率については、平成17年３月期までは、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため

記載しておりません。 

６ 平成16年３月期の配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

７ 平成16年３月期から証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受けております

が、平成15年３月期については監査を受けておりません。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

年月 事項

昭和57年９月 電子機械器具及び電子部品の販売を目的として、株式会社フクオカ電子パーツを設立

昭和62年９月 福岡県久留米市に久留米店移転オープン

昭和63年11月 商号をアプライド株式会社に変更

昭和63年12月 福岡市博多区豊二丁目３番10号に本社を移転し、同所に博多店オープン

平成４年２月 熊本県熊本市に熊本店オープン(平成11年10月移転)

平成６年６月 北九州市小倉北区に小倉店オープン(平成17年11月移転)

平成７年11月 広島県福山市に福山店オープン

平成８年３月 鹿児島県鹿児島市に鹿児島店オープン

平成８年９月 福岡市博多区に物流センター(現物流課)開設

平成８年11月 岡山県岡山市に岡山店オープン

平成９年５月 北九州市八幡西区に黒崎店オープン

平成９年６月 福岡市早良区に西福岡店オープン

平成９年10月 東京事務所準備室開設(平成11年８月移転)

平成９年11月 大分県大分市に大分店オープン

平成９年12月 福岡市博多区にファクトリー(パソコン製造工場(現技術部))開設

平成10年６月 岡山県倉敷市に倉敷店オープン

平成10年10月 宮崎県宮崎市に宮崎店オープン

平成10年11月 愛媛県松山市に松山店オープン

平成11年６月 広島市西区に広島西店をオープン

平成11年８月 東京事務所を東京都千代田区(秋葉原)に移転、パソコン買取センター、パソコンパーツショップ

「あぷあぷ」(現あぷあぷ秋葉原店)併設

平成11年９月 店舗の修理部門を分離し、100％子会社アプライドテクノロジー株式会社を設立(平成13年10月吸

収合併)

平成12年４月 福岡市南区に南福岡店オープン

平成12年11月 北九州市小倉北区にチャチャタウン店オープン(平成17年11月同区内に移転し、小倉店に統合)

平成13年３月 香川県高松市に高松店オープン

平成13年７月 兵庫県姫路市に姫路店オープン

平成13年11月 高知県高知市に高知店オープン

平成15年６月 京都市下京区にコンプロ京都店オープン

平成17年６月 和歌山県和歌山市に和歌山店オープン

平成17年11月 北九州市小倉北区に小倉店オープン

平成18年２月 福岡市博多区東比恵に本部を移転

平成18年２月 ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成18年10月 アプリケイツ株式会社(現・非連結子会社)設立



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社(提出会社であるアプライド株式会社)及び子会社１社(アプリケイツ株式会社)で

構成され、パソコン及び情報関連機器を中心とした製造及び販売、保守・テクニカルサポートサービスを

主な事業としております。  

当社は、店舗での販売事業を営み、主に九州・中四国・関西・北陸地区において直営22店舗を展開して

おります。店舗におきましては、パソコンや周辺機器、パソコンパーツ等の商品を、国内及び海外メーカ

ー、商社等から調達して販売を行なっております。また、個人及び法人等の顧客からパソコン関連商品を

買取り、店舗にて再販しております。 

  当社では、プライベートブランドパソコンやデジタル関連商品を開発しており、製造は海外の取引先に

委託し、輸入、販売しております。プライベートブランドパソコンの一部は福岡市博多区の自社工場にお

いて製造を行なっており、店頭販売のほか、インターネット通販及び法人顧客への直接販売を行っており

ます。 

 そのほか、全ての直営店舗に「ＡＴＣ(Applied Technical support Center)」を併設し、専任技術スタ

ッフによるパソコンの修理、点検、保守、設定、アップグレードなどのテクニカルサポートサービスを行

っております。 

当社の店舗にて取り扱っている主な商品及びサービスを商品分類別に示すと次のとおりであります。 

  

 
  

なお、直営21店舗は、営業本部が統括しております。 

 また、SI事業部が、法人顧客に向けて、コンサルティングからシステムの開発及び設置工事、ネットワ

ークの構築などの事業を行なう営業所を展開しております。  

 上記以外に、通信販売事業、フィールドサービス事業、広域流通事業、メディアプロモーション事業を

行なっており、子会社であるアプリケイツ株式会社がソフトウェア受託開発、人材派遣、広告代理店業を

行なっております。  

  

商品分類別 主な商品及びサービス

ナショナルブランド 
パソコン

メーカー製のパソコン

プライベートブランド 
パソコン

当社ブランドのパソコン(海外メーカーに製造委託、又は自社工場にて製造)

周辺機器 プリンター、モニター、デジタルカメラ、外部記憶装置、デジタル機器等

パソコンパーツ ＣＰＵ、メモリ等の組立パソコン用パーツ

サプライ品 パソコン用アクセサリー、インク、ケーブル、メディア等

ソフトウェア ビジネスソフト、ゲームソフト等

サービス＆サポート テクニカルサポートサービスによる手数料収入等

中古品・その他 パソコン、周辺機器等の再販商品



［事業系統図］ 

以上の事業の内容を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

 



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)であり、臨時雇

用者数は、年間の平均人員(１日８時間換算)を( )内に外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

306(75) 28.7 5.3 4,600



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景として設備投資は拡大し、雇用情勢も改善

され、緩やかな景気回復基調で推移いたしました。  

  当社の中心事業である、パソコンの市場は、法人需要については、景気回復やセキュリティ需要の伸

びなどを背景に、堅調に推移しました。一方で、個人需要については、光接続などブロードバンド環境

の普及によるデジタル動画配信や、双方向ネット通信などの新しい需要が広がり始めましたが、消費・

支出の分散に加え、年度後半に期待された新OS「Windows Vista」も、新しい需要を押し上げるまでに

は至らず、厳しい状況で推移しました。 

 パソコンの市場全体としては、前年同期比で国内出荷台数は６％程度の減少、金額ベースでは９％程

度の減少となりました。(出典：『我が国におけるパーソナルコンピュータの平成18年度 第４四半期

出荷実績』社団法人 電子情報技術産業協会)  

 このような経営環境の中で、当社は店舗統括事業部が管轄する店舗での販売を軸にしながらも、脱小

売による業態の多角化を目指して、広域流通事業部、SI事業部、ネット事業部、メディアプロモーショ

ン事業部、リユース事業部の６事業部制を敷き、販売チャネルの拡大を図りました。 

 店舗における個人需要の落ち込みを、広域流通事業部、SI事業部、ネット事業部の取引高増加によ

り、ある程度カバーしましたが、全社の売上を拡大させるまでには至らず、売上高は減少となりまし

た。  

 このように、売上の伸びが期待できないことが期中で予測されたため、利益率改善に取り組む方針を

打ち出し、直輸入商品の販売比率を高め、在庫回転日数を短縮し、商品企画部の購買力を向上させ、利

益の確保に努めると共に、本部経費をスリム化し、販売及び一般管理費の圧縮に努めました。  

 以上の結果、当社の売上高は237億74百万円(前年同期比2.5％減)と減収となり、営業利益は６億５百

万円(前年同期比38.3％増)、経常利益は６億３百万円(前年同期比59.6％増)と増益となりました。  

 次期の見通しにつきましては、金沢店及び高槻店の出店に加え、SI事業部の営業拠点を増やすことに

より売上の伸長が見込まれます。また、利益面では、物販事業以外のサービス及びソリューション営業

の強化に努めることにより、増収増益となる見通しです。 

  

  

  



(2) キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ８億32百万

円減少し、３億92百万円となりました。 

 これは主に、営業活動により12億99百万円の資金を獲得したものの、投資活動により９億15百万円、

財務活動により12億16百万円の資金を流出したことによります。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は、12億99百万円であり、前事業年度に比べ９億

33百万円の増加となりました。 

 これは主に、税引前当期純利益が６億６百万円（前年同期比２億76百万円増）、たな卸資産の減少９

億34百万円（同８億31百万円増）、減価償却費１億43百万円（同11百万円減)、賞与引当金の増加55百

万円(前事業年度は49百万円の資金流出）により資金を獲得し、仕入債務の減少４億91百万円（前事業

年度は73百万円の資金獲得）、売上債権の増加１億88百万円（前事業年度は７百万円の資金獲得）によ

り資金流出したことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において、投資活動の結果使用した資金は、９億15百万円であり、前事業年度に比べ15億

64百万円（前事業年度は６億48百万円の資金獲得）の減少となりました。 

 これは主に、有形固定資産の売却により１億58百万円（前年同期比１億58百万円増）の資金を獲得し

たものの、定期預金の増加５億46百万円（前事業年度は10億円の減少）、有形固定資産の取得４億78百

万円（前年同期比２億76百万円減）により資金流出したことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において、財務活動の結果使用した資金は、12億16百万円であり、前事業年度に比べ11億

20百万円の増加となりました。 

 これは、長期借入による収入３億円（前年同期比２億円増）の資金を獲得したものの、短期借入金の

減少額７億円（前年同期比２億円減）及び長期借入金の返済による支出７億35百万円(同41百万円

増）、配当金の支払81百万円（同52百万円増）により資金流出したことによるものです。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
※各指標は、下記の算式により算出しております。 
    自己資本比率：自己資本／総資産 
    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
    債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
    インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行株式総数により算出しております。 
※有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。 
※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシュ・ 

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

自己資本比率（％） 19.0 20.5 27.3 32.0

時価ベースの自己資本比率（％） ― ― 34.5 28.4

債務償還年数（年） ― 10.3 14.8 3.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） ― 5.7 3.8 14.8



 フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 
（注）１．時価ベースの株主資本比率については、平成16年３月期及び平成17年３月期は株式を上場しておりませんの 
     で記載しておりません。 
   ２．債務償還年数及びインタレスト・ガバレッジ・レシオについては、平成16年３月期 
     は営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 
  

  

  

  



２ 【生産、仕入及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度の生産実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ プライベートブランドパソコンは、国内自社工場にて生産を行った実績であります。 

  

(2) 仕入実績 

当事業年度の仕入実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ プライベートブランドパソコンは、海外のパソコンメーカーにて委託生産を行った製品の仕入実績でありま

す。 

  

商品分類別

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

プライベートブランドパソコン 206,363 128.0

合計 206,363 128.0

商品分類別

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

ナショナルブランドパソコン 4,051,722 96.1

プライベートブランドパソコン 978,377 69.1

周辺機器 5,560,439 88.3

パソコンパーツ 2,810,937 103.2

サプライ品 1,507,075 79.0

ソフトウェア 598,279 67.2

サービス＆サポート 198,409 145.7

中古品・その他 1,467,659 115.9

合計 17,172,901 91.1



(3) 販売実績 

当事業年度の販売実績を商品分類別及び地域別に示すと、次のとおりであります。 

① 商品分類別販売実績 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 地域別販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 地域別のその他は、ネット事業部（インターネット通信販売）、SI事業部（法人向け外商販売）、広域流通

事業部（流通及び小売業者への卸売）等の販売実績であります。 

３ 店舗数は、当事業年度末現在のものであります。 

  

商品分類別

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

ナショナルブランドパソコン 4,745,418 104.5

プライベートブランドパソコン 1,332,871 74.6

周辺機器 6,801,351 94.5

パソコンパーツ 3,417,237 108.2

サプライ品 2,233,232 85.6

ソフトウェア 841,929 79.6

サービス＆サポート 2,192,776 101.6

中古品・その他 2,210,074 117.3

合計 23,774,891 97.5

地域別

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

店舗数 金額(千円) 前年同期比(％)

九州 10 10,427,602 92.0

中国 4 4,581,577 93.1

四国 3 3,059,806 83.7

関西 3 2,235,810 95.1

関東 1 208,171 83.6

その他 ─ 3,261,923 172.2

合計 21 23,774,891 97.5



３ 【対処すべき課題】 

当社を取り巻く事業環境は、パソコンの市場全体としては、前年同期比で台数及び金額ベースともに

減少しており、同業他社との競争も熾烈を極めております。  

 このような環境の下、当社は、中長期の方針に直結している法人顧客向けビジネスを、すべての拠点

にて展開できるよう体制を整え、法人案件獲得数の増大に努めてまいります。  

 新設営業所の立ち上げ支援、営業本部における法人顧客情報の共有、営業社員の教育、新たなソリュ

ーションの開発、後方支援体制の強化等を推進してまいります。  

 収益構造の面では、徹底したローコスト経営に取り組み、経常利益の確保に努めてまいります。  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあり、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項と考えられます。なお、文中の将来に関する事項

は、現在において当社が判断したものであります。  

 

①企業買収、戦略的提携について  

 当社は、既存の事業基盤を拡大するため、あるいは新たな事業への進出のため、事業戦略の一環とし

て企業買収や資本提携を含む戦略的提携を行なう可能性があります。企業買収や戦略的提携にあたって

は、十分な分析と検討を行ないますが、買収・提携後の事業計画が当初の計画どおりに進捗しない場合

には、業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 

②資金調達について  

 当社は今後、年間2～3店舗の出店を行なっていく方針であり、当該設備投資基金は、内部留保で不足

する分については、主に金融機関からの借入で調達する方針であります。しかしながら、今後の金融情

勢によっては、新たな資金調達ができず、想定どおりの出店ができない可能性があります。  

 

③店舗及び営業所の展開について 

 当社は、新規の需要を開拓するため、店舗及び営業所の展開による営業基盤の拡充を図っておりま

す。しかしながら、店舗及び営業所の展開が計画どおりにできなかった場合、あるいは新設した店舗及

び営業所の営業収支が計画どおりにいかなかった場合には、当社の事業計画及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。  

 

④店舗及び営業所の閉鎖について  

 当社は、部門別管理を徹底させており、業績の回復が見込めない不採算店舗及び営業所は、当社の閉

鎖基準に基づき閉鎖する可能性があります。今後、閉鎖基準に該当する店舗及び営業所を閉鎖した場合

には、閉鎖損失を計上する可能性があります。  

 

⑤パソコン及び関連商品の販売単価について 

 当社は、パソコン及び関連商品の販売を主体として、店舗及び営業所を展開しております。当社の主

力販売商品であるパソコンの出荷単価は、下落傾向にあります。(出荷単価全体平均 平成17年度４Q 

122千円、平成18年度４Q 118千円：出典『平成18年度総出荷実績』社団法人電子技術情報産業協会)。

当社は、付加価値を極力高めて販売する施策を採っておりますが、メーカーや取引先の都合などの要因

で、当社が想定する範囲を超えた価格変動が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。  

 

⑥商品及び製品の在庫リスクについて  

 当社は、商品及び製品の在庫リスクを極力抑えるための購買政策、コントロール策を講じておりま

す。しかしながら、何らかの要因で陳腐化在庫を大量に抱える事態となった場合には、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。  

 

⑦競合の影響について 

 当社が店舗及び営業所を展開するすべての地域で、同業他社との競合状態が生じております。  



 当社は、独自製品の品質と価格、品揃え、人的サービスによる差別化を図ってまいりますが、現在

の競合状況に加え、同業他社が当社営業拠点の近隣に出現した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可

能性があります。  

 

⑧季節要因及び自然災害の影響について  

 冷夏や暖冬等の異常気象、あるいは台風や地震等の自然災害により、季節商品の需要が低迷したり、

顧客数が減少した場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 

⑨売掛金について 

 当社は、店舗での現金販売が主体の営業形態であります。しかしながら今後は、法人顧客を対象とし

たSI事業部と、流通ルートへの卸売を行なう広域流通事業部での売掛金が増加していくことが予想され

ます。法人顧客及び取引先の与信・回収管理は、与信管理規程に従って慎重に行なってまいりますが、

売上の増大と共に貸倒れのリスクを抱えることとなります。万が一、売掛先の法人顧客及び取引先が信

用不安に陥り、破綻等を起こした場合には、売掛金の回収が不能となり、当社の業績に影響を及ぼす可

能性があります。  

 

⑩ポイントカード制度について 

 当社は、ポイントカード制度において、顧客に付与したポイントに備えるため、前年度のポイント行

使実績率に基づき、当会計年度末において、顧客により将来行使されると見込まれる額を、ポイントカ

ード引当繰入額として計上しております。今後、ポイントの付与対象枠や有効残高、行使率等が変動し

た場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 

⑪為替変動の影響について  

 当社プライベートブランドのパソコンは、主に海外の委託先にて製造を行なっており、支払を米ドル

にて決済しております。その他、ピェディシリーズを始めとする取扱商品の一部についても、海外から

輸入しており、代金の支払を米ドルにて決済しております。このように、輸入品代金の支払を米ドルで

行なっていることは、為替変動によるリスクを抱えているという側面があります。したがって、短期間

に円安が極端に進行する等の状況が生じた場合、海外製造商品の調達計画を変更する可能性がありま

す。その場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 

⑫減損会計適用の影響について  

 今後、同業他社が当社営業拠点の近隣に出現する等の影響を受け、当社の店舗及び営業所の収益性が

低下して、不採算の状況に陥る可能性があります。仮に当該営業拠点が、初期及び追加投資額の回収が

見込めない事態となった場合には、事業用固定資産に対する減損会計によって、保有する固定資産及び

ファイナンス・リース資産について減損処理を行なう可能性があります。その場合、当社の業績及び財

務状況に影響を及ぼす可能性があります。  

 

⑬有利子負債依存度及び支払利息について  

 財務状態に記載のとおり、平成19年３月期末の当社の有利子負債は、42億96百万円であり、資産総額

の39.9％を占めております。有利子負債の支払利息は、営業利益に対する割合で14.5％を占めており、

経営成績に対する影響は小さくありません。したがって、今後、有利子負債が増加した場合あるいは金

利上昇となった場合、支払利息が増加し、当社の業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



 

⑭個人情報の管理について  

 当社は、重要な販売戦略として、パソコンの保証期間延長制度、ポイントカードの発行、ブロードバ

ンド回線の申込取次、中古機器の買取り等を通じて、個人情報を取り扱っております。個人情報保護法

の施行に伴い、当社としての基本方針、顧客情報管理規程に基づき、個人情報の保護に努めておりま

す。しかしながら、今後予期せぬ事態により、個人情報の流出が発生する恐れが皆無とはいえず、流出

による問題が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

 

⑮事業上の法規制について  

 当社は、海外製造商品を取り扱っており、当該製品の国内での販売は、検査機関による合格品に限っ

ておりますが、製造物責任法により、欠陥が原因で生じた損失に対する製造物責任を問われる可能性が

あります。 

 当社は、大規模小売業告示の適用対象となる大規模小売業者に該当し、独占禁止法の規制を受けてお

ります。 

 当社は、顧客から中古機器を買取り、販売を行なっているため、古物営業法及び資源有効利用促進法

の規制を受けております。 

 当社の宣伝広告や販売促進企画に対して、不当景品類及び不当表示防止法の規制を受けております。

 当社の販売を通じて、商標等知的財産権の侵害があった場合には訴訟を受ける可能性があります。 

 これらによる社会的評価の低下も含めて、当社の業績及び財務状況が影響を受ける可能性がありま

す。  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) クレジット販売加盟店契約 

当社は、クレジット販売に関して、信販会社と加盟店契約を締結しております。その契約の主な内容

は次のとおりであります。 

  

 
  

(2) ＯＥＭ契約 

当社は、プライベートブランドパソコンの生産に関して、製品の安定供給及び高品質維持を確保する

ため、韓国のパソコン生産メーカー２社とＯＥＭ(外注)契約を締結しております。ＯＥＭ契約は、当社

がパソコンの仕様を決定し、生産を委託するものです。その契約先は、次のとおりであります。 

  

 
(注) JOOYONTECHとの契約は2006年４月に再契約を結び、契約期間を２年間延長しております。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

契約会社 契約締結年月 契約期間

株式会社ジャックス 平成10年12月 １年間(満了の３ヶ月前までに解約しなければ都度更新)

株式会社オリエントコーポレーション 昭和58年９月 １年間以上取引のない場合終了

株式会社セントラルファイナンス 平成14年11月 １年間(満了の３ヶ月前までに解約しなければ都度更新)

契約会社 契約締結年月 契約期間

JOOYONTECH CO.,LTD. 2004年４月 ２年間

DAEWOO COMPUTER CO.,LTD. 2004年10月 ２年間



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 当事業年度の経営成績の分析 

① 概況 

当事業年度の売上高は、237億74百万円(前年同期比2.5％減)、営業利益は、６億５百万円(同

38.3％増)、経常利益は、６億３百万円(同59.6％増)となりました。また、当期純利益は、３億38百

万円(同76.8％増)となりました。 

② 売上高 

売上高は、237億74百万円と前事業年度に比べ６億18百万円(2.5％減)の減少となりました。これは

主に、プライベートブランドパソコンとサプライ品、ソフトウェアの売上の減少によるものです。 

③ 売上総利益 

売上総利益は、55億10百万円と前事業年度に比べ１億97百万円(3.7％増)の増加となりました。こ

れは主に、期末棚卸金額の圧縮に努め利益率の改善によるものです。 

④ 販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費は、49億５百万円と前事業年度に比べ30百万円(0.6％増)の増加となりまし

た。 

これは主に、ポイントカード利用を含めた販売促進費の増加によるものです。 

⑤ 営業利益 

営業利益は、６億５百万円と前事業年度に比べ１億67百万円(38.3％増)の増加となりました。結果

として、売上高営業利益率は、2.5％となりました。 

⑥ 営業外収益 

営業外収益は、87百万円と前事業年度に比べ18百万円(27.2％増)の増加となりました。これは主

に、受取保険金の増加及び受取賃貸料等の増加によるものです。 

⑦ 営業外費用 

営業外費用は、89百万円と前事業年度に比べ38百万円(30.3％減)の減少となりました。これは主

に、借入金の返済による支払利息の減少によるものです。 

⑧ 経常利益 

当事業年度の経常利益は、６億３百万円と前事業年度に比べ２億25百万円(59.6％増)の増加となり

ました。結果として、売上高経常利益率は、2.5％(前事業年度は1.5％)となりました。 

⑨ 特別損益 

特別損益は、特別損益は、3百万円の益(前事業年度は48百万円の損失)となりました。 

⑩ 当期純利益 

当期純利益は、３億38百万円と前事業年度に比べ１億47百万円(76.8％増)の増加となりました。 



  

(2) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ８億 

 32百万円減少し、３億92百万円となりました。これは主に、営業活動により12億99百万円の資金を

獲得したものの、投資活動により９億15百万円、財務活動により12億16百万円の資金を流出したこと

によるものです。 

  当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

営業活動の結果得られた資金は、12億99百万円であり、前事業年度に比べ９億33百万円の増加とな

りました。これは主に、税引前当期純利益が６億６百万円（前年同期比２億76百万円増）、たな卸資

産の減少９億34百万円（同８億31百万円増）、減価償却費１億43百万円（同11百万円減)、賞与引当

金の増加55百万円(前事業年度は49百万円の資金流出）により資金を獲得し、仕入債務の減少４億91

百万円（前事業年度は73百万円の資金獲得）、売上債権の増加１億88百万円（前事業年度は７百万円

の資金獲得）により資金流出したことによるものです。 

投資活動の結果使用した資金は、９億15百万円であり、前事業年度に比べ15億64百万円（前事業年

度は６億48百万円の資金獲得）の減少となりました。これは主に、有形固定資産の売却により１億58

百万円（前年同期比１億58百万円増）の資金を獲得したものの、定期預金の増加５億46百万円（前事

業年度は10億円の減少）、有形固定資産の取得４億78百万円（前年同期比２億76百万円減）により資

金流出したことによるものです。 

財務活動の結果使用した資金は、12億16百万円であり、前事業年度に比べ11億20百万円の増加とな

りました。これは、長期借入による収入３億円（前年同期比２億円減）の資金を獲得したものの、短

期借入金の減少額７億円（前年同期比２億円増）及び長期借入金の返済による支出７億35百万円(同

41百万円増）、配当金の支払81百万円（同52百万円増）により資金流出したことによるものです。 

  

  

② 資金需要 

当社の資金需要の主なものは、店舗設備への投資及び当社で販売するための商品の仕入支払のほ

か、販売費及び一般管理費等の営業費用であります。営業費用の主なものは、広告宣伝費、給与手

当、賃借料等であります。 

③ 財務政策 

当社は、運転資金及び設備投資資金を内部資金又は借入により資金調達しております。このうち設

備投資などの長期資金は、原則として長期借入金で調達しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期中における設備投資の総額は４億79百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物
土地

(面積㎡)
敷金保証金 その他 合計

博多店 
(福岡市博多区)

店舗設備 62,160
－

(※ 1,124)
96,280 6,251 164,691

15
(4)

西福岡店 
(福岡市早良区)

店舗設備 12,594
－

(※ 1,987)
13,516 3,031 29,141

8
(5)

南福岡店 
(福岡市南区)

店舗設備 －
－

(※ 2,850)
125,450 1,065 126,515

10
(2)

久留米店 
(福岡県久留米市)

店舗設備 36,336
31,030

(457／※1,152)
3,960 2,784 74,110

11
(2)

黒崎店 
(北九州市八幡西区)

店舗設備 16,269
－

(※ 1,159)
35,408 2,256 53,933

12
(1)

小倉店 
(北九州市小倉北区)

店舗設備 －
－

(※1,720)
212,055 3,035 215,090

14
(2)

熊本店 
(熊本県熊本市)

店舗設備 161,348
595,118
(1,665)

600 10,054 767,120
20
(4)

大分店 
(大分県大分市)

店舗設備 91,460
353,400
(1,512)

－ 3,411 448,271
13
(2)

宮崎店 
(宮崎県宮崎市)

店舗設備 163,253
－

(※1,627)
32,000 774 196,027

11
(2)

鹿児島店 
(鹿児島県鹿児島市)

店舗設備 11,157
243,600

(451／※685)
43,516 3,158 301,431

13
(2)

広島西店 
(広島市西区)

店舗設備 29,276
－

(※1,511)
93,600 2,415 125,291

15
(1)

福山店 
(広島県福山市)

店舗設備 61,014
420,572
(1,979)

－ 2,076 483,662
10
(1)

倉敷店 
(岡山県倉敷市)

店舗設備 107,473
－

(※2,964)
10,600 4,467 122,540

12
(1)

岡山店 
(岡山県岡山市)

店舗設備 4,858
－

(※1,208)
31,200 2,583 38,641

12
(2)

松山店 
(愛媛県松山市)

店舗設備 38,219
－

(※1,575)
11,051 4,539 53,809

14
(3)

高知店 
(高知県高知市)

店舗設備 176,650
－

(※2,230)
33,650 990 211,290

12
(2)

高松店 
(香川県高松市)

店舗設備 3,626
－

(※2,688)
185,862 2,652 192,140

11
(2)

姫路店 
(兵庫県姫路市)

店舗設備 186,337
－

(※2,126)
35,550 3,926 225,813

11
(3)

和歌山店 
(和歌山県和歌山市)

店舗設備 238,917
－

(※1,487)
25,576 6,339 270,832

10
(2)

コンプロ京都店 
(京都市下京区)

店舗設備 632
－

(－)
3,240 882 4,754

3
(3)



 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、構築物、車両運搬具、工具、器具及び備品並びに無形固定資産であり、建設

仮勘定を含んでおりません。 

３ 土地面積の※印は、賃借面積を示しております。 

４ 従業員数の( )書は、外書きで臨時雇用者の期中平均人員（１日８時間換算）を記載しております。 

５ 賃借している店舗設備は20店舗であり、年間賃借料は592,508千円であります。 

６ 上記の他、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記は、全て所有権移転外ファイナンス・リースであります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

 
（注）上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な設備の改修 

平成19年３月31日現在で決定している重要な設備の改修の計画はありません。 

  

(3) 重要な設備の除却等 

平成19年３月31日現在で決定している重要な設備の除却の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(人)

建物
土地

(面積㎡)
敷金保証金 その他 合計

あぷあぷ秋葉原店 
(東京都千代田区)

店舗設備 3,331
－

(－)
15,000 1,189 19,520

3
(2)

東京事務所 
（東京都千代田区）

事務所 －
－

(※1,966)
4,459 － 4,459

4
(1)

物流 
(福岡市博多区)

物流設備 315
－

(※1,408)
30,000 1,146 31,461

3
(5)

SI事業部、技術部 
(福岡市博多区)

事務所及び
生産設備

15,095
－

(※1,790)
10,340 2,560 27,995

15
(14)

本部 
(福岡市博多区)

その他設備 －
－

(※1,184)
30,000 9,266 39,266

39
(7)

名称 リース期間(年) 年間リース料(千円) リース契約残高(千円)

店舗設備 ５ 63,113 178,284

事業所名 
（所在地)

 設備の 
 内容

  投資予定金額

資金調達
 方法

着手年月及び完了予定年
月

完成後の増
加能力

 総額
(百万円)

既支払額
(百万円) 着手 完了 売場面積

 (㎡)

金沢店 
(石川県 
 石川郡)

店舗設備   326   256 自己資金 平成18年
 11月

平成19年 
 ４月   994

高槻店 
(大阪府 
 高槻市)

店舗設備   275   184 自己資金 平成19年
 ２月

平成19年 
 ７月   987



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3) 【ライツプランの内容】 
  

   該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,400,000

計 5,400,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 1,351,600 1,351,600
ジャスダック
証券取引所

―

計 1,351,600 1,351,600 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
(注) １ 有償第三者割当 発行価額 3,400円 資本組入額 3,388円 

割当先 アプライド従業員持株会 

２ 平成17年10月６日開催の取締役会決議により、平成17年10月27日付をもって普通株式１株を４株に分割して

おります。 

３ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

発行価格    2,876.80円 

資本組入額     1,063円 

払込金総額   575,360千円 

４ 有償第三者割当(オーバーアロットメントに係る増資) 

発行価格    2,876.80円 

資本組入額     1,063円 

払込金総額   51,782千円 

割当先    大和証券エスエムビーシー株式会社 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年３月29日(注)１ 2,500 283,400 8,470 150,000 30 8,270

平成17年10月27日(注)２ 850,200 1,133,600 ─ 150,000 ─ 8,270

平成18年２月16日(注)３ 200,000 1,333,600 212,600 362,600 362,760 371,030

平成18年３月17日(注)４ 18,000 1,351,600 19,134 381,734 32,648 403,678



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式80株は、「単元未満株式の状況」に含めて記載しております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数 100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― ６ 12 23 1 ― 1,181 1,223 ―

所有株式数 
(単元)

― 792 98 54 236 ― 12,334 13,514 200

所有株式数 
の割合(％)

― 5.86 0.73 0.40 1.75 ― 91.26 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

岡   義 治 福岡市西区 561,800 41.56

岡   美和子 福岡市西区 241,200 17.84

アプライド従業員持株会 福岡市博多区東比恵３-３-１ 99,520 7.36

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区 38,700 2.86

島 原 芳 雅 東京都台東区 36,000 2.66

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区 33,600 2.48

松 本   淳 福岡市中央区 26,000 1.92

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505025

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 23,600 1.74

船 越 裕 之 福岡市博多区 7,200 0.53

坂 井 雅 実 福岡市博多区 6,800 0.50

計 ― 1,074,420 79.49



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 自己株式等は、単元未満のため記載を省略しております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,351,400  13,514 ―

単元未満株式 普通株式     200  ― ―

発行済株式総数         1,351,600  ― ―

総株主の議決権 ― 13,514 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

アプライド株式会社
福岡市博多区東比恵 

３-３-１
― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 
  

   該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

   該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

 
※当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取による株式数は含まれておりません。 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

消却の処分を行った取得自己株式

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

その他(  ―  )

保有自己株式数 80 ― 80 ―



  

３ 【配当政策】 

当社は、株主への還元を第一として、配当原資確保のための収益力を強化し、継続的かつ安定的な配当

を行なうことを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり30円と

し、中間配当金(20円)と合わせて50円としております。 

内部留保資金の使途につきましては、今後の財務体質の充実、及び事業拡大のための新規出店の投資に

役立ててまいります。 

なお、当社は「取締役会の決議によって、毎年９月末日を基準日として中間配当をすることができる」

旨を定款に定めております。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成18年２月17日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額 

(円)

平成18年11月14日 
取締役会決議

27,030 20

平成19年６月27日 
定時株主総会決議

40,545 30

回次 第21期 第22期 第23期 第24期 第25期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) ─ ─ ─ 4,180 3,000

最低(円) ─ ─ ─ 2,615 1,443

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 2,020 2,310 2,505 2,475 2,490 2,370

最低(円) 1,722 1,940 2,170 2,385 2,280 2,255



５ 【役員の状況】 

  

 
(注) １ 監査役である市原一也、渡邉祥行の２名は、会社法第２条16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役中谷伸二は、平成19年３月20日付をもって辞任により退任いたしました。 

３ 取締役の任期は、平成18年３月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成19年３月期にかかる定時株主総

会終結の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成17年３月期にかかる定時株主総会終結の時から、平成21年３月期にかかる定時株主総

会終結の時までであります。 

５ 当社では、執行役員制度を導入しております。執行役員は、広域流通事業部長 島原芳雅、社長室長 坂井

雅実、商品企画部長 渡辺大介、営業本部副本部長兼SI事業部長兼フィ－ルドサービス事業部長 甫木眞也

の４名であります。 

６ 専務取締役 岡 美和子は、代表取締役社長 岡 義治の配偶者であります。 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

─ 岡   義 治 昭和27年12月23日生

昭和51年４月 三光電機工業(株)入社

１年 
(注)３

561,800

昭和51年８月 山栄通商(株)入社

昭和52年６月 フクオカ電子パーツを個人創業

昭和57年９月 (株)フクオカ電子パーツ(現アプ

ライド(株))設立 

当社代表取締役社長(現任)

専務取締役 ─ 岡   美和子 昭和27年12月８日生

昭和63年９月 (株)フクオカ電子パーツ(現アプ

ライド(株))入社 １年 
(注)３

241,200平成元年６月 当社取締役社長室長

平成14年６月  当社専務取締役(現任)

常務取締役 経営推進部長 松 本   淳 昭和39年１月７日生

平成７年１月 当社入社

１年 
(注)３

26,000
平成11年10月 常務取締役営業本部長

平成17年６月 専務取締役

平成19年６月 常務取締役経営推進部長(現任)

常務取締役 営業本部長 舩 越 裕 之 昭和46年11月16日生

平成７年４月 当社入社

１年 
(注)３

7,200

平成10年12月 福山店店長

平成16年６月 執行役員第２エリア統括マネージ

ャー兼博多店店長

平成17年７月 執行役員営業推進部長

平成18年６月 取締役店舗統括事業部長

平成19年６月 常務取締役営業本部長(現任)

監査役 
(常勤)

─ 市 原 一 也 昭和23年２月23日生

昭和46年４月 (株)西日本相互銀行(現(株)西日

本シティ銀行)入行

４年 
(注)４

─
平成15年２月 (株)西銀ビジネスセンター 

(現NCBビジネスサービス(株))入

社

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 
(非常勤)

─ 渡 邉 祥 行 昭和21年10月10日生

昭和44年４月 (株)伊予銀行入行

４年 
(注)４

─平成14年１月 伊予トータルサービス(株)入社

平成14年６月 当社監査役(現任)

計 836,200



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、経営の透明性とコンプライアンス(法令遵守)の実践を基本方針として企業活動を行っておりま

す。企業活動においては、その中心をなす取締役会及び監査役のあり方が重要であり、これらの機関が企

業活動を行なう中で効率的かつ健全に作用するとともに、企業活動の内容とその結果について、説明責任

を適正に果たすことが、企業価値の向上に繋がっていくものと認識しております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

当社は、企業統治機関として、次の４機関を設置しております。 

① 取締役会 

当社の取締役会は、取締役４名、監査役２名で構成されております。 

取締役会は、経営環境の変化に機敏に対応し、市場・競合情報の共有化、経営計画の進捗状況の確

認を行うため、月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨時取締役会を開催し、経営に関

する重要事項を全て付議し、迅速に意思決定、方針決定を行なっております。 

② 監査役 

監査役は２名であり、ともに社外監査役で、うち１名は常勤監査役であります。常勤監査役は、取

締役会をはじめ重要な会議への出席、重要書類の閲覧、事業所への往査等を実施し、取締役の職務遂

行状況の監査・監督を行い、また、内部監査担当及び監査法人との連携を図っております。 

③ 経営会議体 

取締役会により決定された基本方針に基づく業務執行のための経営会議体として、取締役会の他

に、「統括会議」と「営業部長会議」を設けております。「統括会議」は、四半期に１回開催し、全

社の戦略について、「営業部長会議」は月に１回開催し、営業部門の重要案件の報告及び審議を行な

っております。「統括会議」は代表取締役及び各部門長、管理職によって構成し、「営業部長会議」

は代表取締役及び営業部門の部門長で構成しています。 

  

(2) 内部監査の状況 

当社は、経営組織の整備状況及び業務の実態を把握、検証することを目的として、代表取締役社長が

直轄する部門である社長室の中に、専任の内部監査担当１名を置いております。内部監査担当は、定期

監査または必要に応じて実施する臨時監査により、各部門の業務遂行状況について監査を実施しており

ます。 

  



(3) 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は小渕輝生、松尾政治であり、監査法人トーマツに所属し

ております。また、平成19年３月期における会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補

等４名であります。 

以上の会社の機関・内部統制の体制を図示すると次のとおりであります。 

  

 

(4) コンプライアンスに対する取り組み 

当社は、企業価値を最大化するため、「社会規範と企業倫理に反することは絶対に行なわない」とい

う基本方針に沿って経営監督機能、コーポレート・ガバナンスを強化しております。 

コンプライアンスについて具体的な取組みといたしましては、広く全社員にその意識と実践を求める

ため、統括会議、営業部長会議の場で、周知徹底を行っております。また、監査役監査の際には、コン

プライアンスに対する意識高揚を図っており、社長室が行う内部監査においても社会規範、企業倫理に

視点を置いた監査を実施しております。さらに顧問弁護士、顧問税理士、顧問社会保険労務士、監査法

人、コンサルタント等の意見、提案に従い、コンプライアンス体制の確立に取組んでおります。 

  



(5) リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理体制は、経営推進部長をリスク管理責任者に定め、重要な法務的課題、コンプライ

アンスに係る事象及び顧客情報等の管理に関し、諸施策を実施するとともに新たなリスク課題に関して

は、適宜顧問弁護士等の専門家に法的側面からのアドバイスを受け、対策を講じております。 

リスク案件によっては、それが顕在化したときに経営に与える影響が小さくないと経営推進部長が判

断した場合は、取締役会において必要な検討を行なっております。 

日々の営業活動、事業活動において、当社にとって内在するリスクの顕在化を食い止め、また万一リ

スクが顕在化したときは、その被害を最小限に抑えるための講ずべき対策等をリスク管理規程に定め、

全部門に周知させ、徹底を行なっております。 

特に、顧客の個人情報については、外部漏洩、不正使用、改ざん等を防止するため、顧客情報管理規

程等を制定し、個人情報記載文書の施錠管理指導、データの持出制限、履歴管理を行なうなど厳しい管

理体制を採っております。 

  

(6) 役員報酬等の内容 

当社の平成19年３月期における取締役及び監査役に対する報酬等の内容は、以下のとおりでありま

す。 

 
(注) 報酬限度額(年額)は、取締役300,000千円(使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額を除く)、監査

役20,000千円であります。 

② 当事業年度中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

該当事項はありません。 

  

(7) 監査報酬の内容 

当社の平成19年３月期における監査法人トーマツへの公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第

１項に規定する業務に基づく報酬とそれ以外の業務に基づく報酬は、次のとおりであります。 

 
(8) 会社と社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係、取引関係その他、利害関係の概要 

当社は、社外取締役は選任しておりません。監査役の２名は社外監査役を任用しております。社外監

査役との間に人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はありません。 

  

(9) 取締役の定数 

 当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。 

  

(10) 取締役の選解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は、議決権を行使することができる株主の

議決権の過半数を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款で定めてお

ります。 

  

(11) 剰余金の配当等の決定機関 

① 取締役に支払った報酬 91,345千円(５名)

監査役に支払った報酬 8,200千円(２名)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 14,000千円



当社は、株主への機動的な利益還元を行なう目的として、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定

める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨

を定款で定めております。 

  

(12) 株主総会の特別決議の要件 

会社法第309条第２項の規定によるべき株主総会の決議は、議決権を行使できる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上で行なう旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行なうことを

目的とするものであります。 



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日

まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人トー

マツにより監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

  

 「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高等からみて、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的

な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

   

  

   

  

  

   

  

  

  



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,590,043 2,304,439

 ２ 受取手形 ─ 274

 ３ 売掛金 677,562 865,668

 ４ 商品 2,607,921 1,674,770

 ５ 製品 69,362 70,294

 ６ 原材料 14,180 12,998

 ７ 貯蔵品 3,938 3,095

 ８ 前渡金 58,570 53,899

 ９ 前払費用 65,880 64,893

 10 繰延税金資産 184,798 221,849

 11 その他 88,765 11,193

   貸倒引当金 △980 △ 9,470

  流動資産合計 6,360,043 54.5 5,273,906 49.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 2,863,237 2,680,151

    減価償却累計額 ※２ △1,334,410 1,528,826 △ 1,259,508 1,420,642

  (2) 構築物 ※１ 121,912 121,912

    減価償却累計額 △80,582 41,330 △ 86,955 34,957

  (3) 車両運搬具 2,574 2,574

    減価償却累計額 △2,132 442 △ 2,434 139

  (4) 工具、器具及び備品 293,404 283,344

    減価償却累計額 △239,280 54,123 △ 233,960 49,383

  (5) 土地 ※１ 1,775,720 1,769,711

  (6) 建設仮勘定 ─ 332,893

   有形固定資産合計 3,400,443 29.1 3,607,728 33.5



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 828 714

  (2) ソフトウェア 87,206 58,250

  (3) その他 12,033 11,977

   無形固定資産合計 100,069 0.9 70,942 0.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 29,041 28,652

  (2) 関係会社株式 ― 30,000

  (3) 出資金 16 26

  (4) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権

69 9,193

  (5) 長期前払費用 72,246 68,816

  (6) 繰延税金資産 257,933 249,450

  (7) 敷金保証金 1,323,354 1,283,746

  (8) その他 124,142 150,306

    貸倒引当金 △69 △ 9,193

   投資その他の資産合計 1,806,734 15.5 1,810,997 16.8

  固定資産合計 5,307,246 45.5 5,489,668 51.0

  資産合計 11,667,289 100.0 10,763,574 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 21,637 6,610

 ２ 買掛金 1,764,272 1,287,876

 ３ 短期借入金 1,400,000 700,000

 ４ １年以内返済予定の 
   長期借入金

※１ 627,200 657,196

 ５ 未払金 237,948 220,718

 ６ 未払費用 63,360 67,327

 ７ 未払法人税等 5,511 261,326

 ８ 未払消費税等 ― 149,792

 ９ 前受金 244,355 228,051

 10 預り金 40,189 41,745

 11 前受収益 5,076 2,643

 12 賞与引当金 110,000 165,000

 13 製品保証引当金 4,085 7,589

 14 ポイントカード引当金 106,104 104,554

  流動負債合計 4,629,742 39.7 3,900,430 36.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 3,404,808 2,939,722

 ２ 役員退職慰労引当金 443,000 471,800

 ３ その他 ─ 4,200

  固定負債合計 3,847,808 33.0 3,415,722 31.7

  負債合計 8,477,550 72.7 7,316,152 68.0

 (資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 381,734 3.3 ─ ─

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 403,678 ─

  資本剰余金合計 403,678 3.4 ─ ─

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 29,229 ─

 ２ 任意積立金

   別途積立金 2,170,000 ─

 ３ 当期未処分利益 205,819 ─

  利益剰余金合計 2,405,049 20.6 ─ ─

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △503 △0.0 ─ ─

Ⅴ 自己株式 ※４ △219 △0.0 ─ ─

  資本合計 3,189,739 27.3 ─ ─

  負債・資本合計 11,667,289 100.0 ─ ─



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 381,734 3.5

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 403,678

    資本剰余金合計 ― ― 403,678 3.8

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 29,229

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 2,290,000

    繰越利益剰余金 ― 343,616

    利益剰余金合計 ― ― 2,662,845 24.7

 ４ 自己株式 ― ― △ 219 △0.0

   株主資本合計 ― ― 3,448,038 32.0

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
   差額金

― ― △ 616 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― △ 616 △0.0

   純資産合計 ― ― 3,447,422 32.0

   負債純資産合計 ― ― 10,763,574 100.0



② 【損益計算書】 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 22,604,968 22,442,020

 ２ 製品売上高 1,787,572 24,392,540 100.0 1,332,871 23,774,891 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品売上原価

  (1) 商品期首たな卸高 2,599,423 2,607,921

  (2) 当期商品仕入高 17,437,459 16,194,523

    合計 20,036,882 18,802,445

  (3) 商品期末たな卸高 2,607,921 1,674,770

  (4) 他勘定振替高 ※１ 39,099 47,528

    商品売上原価 17,389,861 17,080,146

 ２ 製品売上原価

  (1) 製品期首たな卸高 181,262 69,362

  (2) 当期製品仕入高 1,416,573 978,377

  (3) 当期製品製造原価 161,216 206,363

    合計 1,759,052 1,254,103

  (4) 製品期末たな卸高 69,362 70,294

    製品売上原価 1,689,689 19,079,550 78.2 1,183,809 18,263,955 76.8

  売上総利益 5,312,989 21.8 5,510,936 23.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 723,112 609,093

 ２ 販売促進費 326,475 381,680

 ３ ポイントカード引当金 
   繰入額

106,104 104,554

 ４ 製品保証引当金繰入額 4,085 7,589

 ５ 役員報酬 95,273 99,545

 ６ 給与手当 1,332,548 1,260,021

 ７ 賞与 177,882 200,497

 ８ 賞与引当金繰入額 108,315 164,528

 ９ 退職給付費用 △6,252 5,595

 10 役員退職慰労引当金 
   繰入額

30,800 30,800

 11 福利厚生費 216,494 256,555

 12 減価償却費 150,801 140,159

 13 貸倒引当金繰入額 10 17,949

 14 賃借料 644,461 656,726

 15 その他 965,435 4,875,547 20.0 970,490 4,905,787 20.7

   営業利益 437,442 1.8 605,149 2.5



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 6,630 10,262

 ２ 受取配当金 912 ―

 ３ 協賛金収入 33,480 32,607

 ４ 受取手数料 19,698 21,214

 ５ 受取賃貸料 4,706 9,108

 ６ 受取保険金 1,962 8,688

 ７ 為替差益 ─ 1,881

 ８ その他 1,305 68,696 0.3 3,637 87,400 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 97,759 87,745

 ２ 為替差損 7,760 －

 ３ 株式公開費用 20,303 ―

 ４ その他 2,355 128,178 0.6 1,590 89,335 0.4

   経常利益 377,960 1.5 603,213 2.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ ― 22,002

 ２ 投資有価証券売却益 19,834 19,834 0.1 2,831 24,833 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ ― 21,397

 ２ 固定資産除却損 ※４ 4,461 334

 ３ リース契約解約損 7,836 ―

 ４ 賃貸借契約解約損 55,866 68,164 0.2 ― 21,732 0.1

   税引前当期純利益 329,630 1.4 606,315 2.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

76,231 295,919

   法人税等調整額 61,754 137,985 0.6 △ 28,491 267,427 1.2

   当期純利益 191,644 0.8 338,887 1.4

   前期繰越利益 14,175 ─

   当期未処分利益 205,819 ─



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 116,365 72.2 171,061 82.9

Ⅱ 労務費 25,689 15.9 17,820 8.6

Ⅲ 経費 ※１ 19,160 11.9 17,481 8.5

   当期総製造費用 161,216 100.0 206,363 100.0

   仕掛品期首たな卸高 ─ ―

    合計 161,216 206,363

   仕掛品期末たな卸高 ─ ―

   当期製品製造原価 161,216 206,363

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

原価計算の方法は、実際組別総合原価計算によっており

ます。

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

賃借料 10,800千円

減価償却費 4,202千円

原価計算の方法は、実際組別総合原価計算によっており

ます。

※１ 経費の主な内訳は次のとおりであります。

賃借料 10,800千円

減価償却費 3,525千円



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

 
(注) 平成18年６月開催定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 381,734 403,678 403,678

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立(注)

 剰余金の配当(注)

 剰余金の配当

 当期純利益

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 381,734 403,678 403,678

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 29,229 2,170,000 205,819 2,405,049 △ 219 3,190,242

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立(注) 120,000 △ 120,000

 剰余金の配当(注) △ 54,060 △ 54,060 △ 54,060

 剰余金の配当 △ 27,030 △ 27,030 △27,030

 当期純利益 338,887 338,887 338,887

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 120,000 137,796 257,796 ― 257,796

平成19年３月31日残高(千円) 29,229 2,290,000 343,616 2,662,845 △ 219 3,448,038

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) △ 503 △ 503 3,189,739

事業年度中の変動額

 別途積立金の積立(注)

 剰余金の配当(注) △ 54,060

 剰余金の配当 △ 27,030

 当期純利益 338,887

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△ 113 △ 113 △ 113

事業年度中の変動額合計(千円) △ 113 △ 113 257,683

平成19年３月31日残高(千円) △ 616 △ 616 3,447,422



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純利益 329,630 606,315

   減価償却費 155,095 143,684

   貸倒引当金の増加額 10 17,614

   賞与引当金の増減額(減少：△) △ 49,000 55,000

   製品保証引当金の増減額(減少：△) △ 6,896 3,503

   ポイントカード引当金の増減額(減少：
△)

41,569 △ 1,550

   役員退職慰労引当金の増加額 30,800 28,800

   受取利息及び受取配当金 △ 7,543 △ 10,262

   支払利息 97,759 87,745

   為替差益 △0 △ 102

   投資有価証券売却益 △ 19,834 △ 2,831

   固定資産除却損 4,461 334

   賃貸借契約解約損 55,866 ―

   売上債権の増減額(増加：△) 7,693 △ 188,380

   たな卸資産の減少額 103,046 934,244

   仕入債務の増減額(減少：△) 73,912 △ 491,423

   その他 △ 41,198 210,315

     小計 775,371 1,393,005

   利息及び配当金の受取額 2,489 2,231

   利息の支払額 △ 95,782 △ 86,086

   法人税等の還付額 ― 39,834

   法人税等の支払額 △ 315,113 △ 48,989

   営業活動によるキャッシュ・フロー 366,965 1,299,995



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金等の純増減額(増加：△) 1,000,018 △ 546,423

   有形固定資産の取得による支出 △ 201,852 △ 478,211

   有形固定資産の売却による収入 － 158,000

   無形固定資産の取得による支出 △ 1,650 △ 1,420

   投資有価証券の取得による支出 △ 29,990 △ 29,970

   投資有価証券の売却による収入 128,085 33,000

   関係会社株式の取得による支出 ― △ 30,000

   貸付けによる支出 △ 470 △ 1,350

   貸付金の回収による収入 575 1,350

   敷金保証金の差入による支出 △ 239,601 △ 28,935

   敷金保証金の返還による収入 46,442 12,043

   その他 △ 53,307 △ 4,052

   投資活動によるキャッシュ・フロー 648,248 △ 915,969

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純減少額 △ 500,000 △ 700,000

   長期借入れによる収入 500,000 300,000

   長期借入金の返済による支出 △ 693,945 △ 735,090

   株式の発行による収入 627,142 ―

   自己株式の取得による支出 △ 219 ―

   配当金の支払額 △ 28,340 △ 81,066

   財務活動によるキャッシュ・フロー △ 95,362 △ 1,216,156

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 102

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 919,852 △ 832,027

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 304,519 1,224,372

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,224,372 392,344



⑤ 【利益処分計算書】 

 
  

前事業年度 

株主総会承認日 

(平成18年６月28日)

区分
注記 

番号
金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 205,819

    合計 205,819

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 54,060

 ２ 任意積立金

    別途積立金 120,000 174,060

Ⅲ 次期繰越利益 31,758



重要な会計方針 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

その他有価証券

 時価のあるもの

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

 時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、原材料

  先入先出法による原価法

(1) 商品、製品、原材料

同左

(2) 貯蔵品 

  終仕入原価法による原価法

(2) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法(ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法)

  なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

  建物         ８～39年

  構築物        10～60年

  車両運搬具        ２年

  工具、器具及び備品  ３～20年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

  定額法

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

(2) 無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 製品保証引当金

  製品の無償保証期間中の修理費用

支出に備えるため、保証期間内の修

理費用見込額を過去の実績率に基づ

き計上しております。

(3) 製品保証引当金

同左

(4) ポイントカード引当金

  販売促進を目的とするポイントカ

ード制度により付与されたポイント

の使用に備えるため、過去の使用実

績率に基づき、将来使用されると見

込まれる額を計上しております。

(4) ポイントカード引当金

同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

同左

(6) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、役員退職慰労金規程(内規)に

基づく期末要支給額を計上しており

ます。

(6) 役員退職慰労引当金

同左

５ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

        ―  外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

７ ヘッジ会計の方法         ― (1)ヘッジ会計の方法         

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段)

 金利スワップ

(ヘッジ対象)

 借入金の利息

(3)ヘッジ方針

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎

に行っております。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので決算日における有効

性の評価を省略しております。

８ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左



  

会計方針の変更 

  

 
  
  

  
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

―

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

3,447,422千円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における

財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成して

おります。

 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

(損益計算書関係) 

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 625,079千円

構築物 23,003

土地 1,223,148

 計 1,871,231

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の長期借入金 443,960千円

長期借入金 2,416,040

 計 2,860,000

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 594,114千円

構築物 19,701

土地 1,223,148

計 1,836,963

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の長期借入金 435,256千円

長期借入金 2,424,744

計 2,860,000

※２ 減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表

示しております。
 

※２          同左

 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式  1,600,000株

発行済株式総数 普通株式  1,351,600株

 
※３                   ―

※４ 自己株式

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式80株で

あります。

※４          ―

 
 ５ 受取手形裏書譲渡高 7,004千円

           ―          

            

 

 

５ 受取手形裏書譲渡高 6,324千円

 ６ 期末日、満期手形の会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形を満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。          

 受取手形 1,416千円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 39,099千円
 

※１ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 47,528千円

※２         ―

 

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 22,000千円

電話加入権 ２

計 22,002

※３         ―

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 20,167千円

工具、器具及び備品 1,231

計 21,398

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 1,591千円

建物附属設備 1,260

工具、器具及び備品 1,608

 計 4,461
 

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 334千円

計 334



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   

 
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,351,600 ― ― 1,351,600

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 80 ― ― 80

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 54,060 40 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 27,030 20 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 40,545 30 平成19年３月31日 平成19年６月28日



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

(リース取引関係) 

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,590,043千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,365,671

現金及び現金同等物 1,224,372
 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,304,439千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,912,095

現金及び現金同等物 392,344

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

工具、器具 
及び備品

400,438 276,047 124,390

合計 400,438 276,047 124,390

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却累
計額相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具、器具
及び備品

404,321 226,037 178,284

合計 404,321 226,037 178,284

(注)         同左

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 48,810千円

１年超 75,580

 合計 124,390

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。

 

２ 未経過リース料期末残高相当額

１年内 55,224千円

１年超 123,059

合計 178,284

(注)          同左

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 67,939千円

減価償却費相当額 67,939千円

３ 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 63,113千円

減価償却費相当額 63,113千円

４ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

４ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２ 前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

該当事項はありません。 

  

４ その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  

種類

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

取得原価
(千円)

貸借対照表
計上額 
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

貸借対照表 
計上額 
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

(1) 株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(2) 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(3) その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─ ─ ─ ─

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
ないもの

(1) 株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(2) 債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

(3) その他 29,885 29,041 △844 29,687 28,652 △ 1,034

小計 29,885 29,041 △844 29,687 28,652 △ 1,034

合計 29,885 29,041 △844 29,687 28,652 △ 1,034

前事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売却額 
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

128,085 19,834 ─ 32,801 2,831 ―



(デリバティブ取引関係) 

前事業年度末(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当事業年度末(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１.  取引の状況に関する事項 

 (1)取引の内容 

     利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 
  利用しているデリバティブ取引は、金利スワップであります。 
 (2)取引に対する取組方針 

     将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機目的のデリバティブ取引は行わ 

         ない方針であります。 

 (3)取引の利用目的 

     借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用して 

         おります。なお、特例処理の要件を満たすものは、特例処理を行っております。 

 (4)取引に係るリスクの内容 

     金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有しております。 

     なお、デリバティブ取引の契約先は信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履 

         行によるいわゆる信用リスクは低いものと判断しております。 

 (5)取引に係るリスク管理体制 

     デリバティブ取引の実行及び管理は、社内管理規定に従い、決裁権限者の承認を得て行って 

         おります。 

 (6)取引の時価等に関する事項についての補足説明 

     取引の時価等に関する事項における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目 

         的な契約額、又は計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大 

         きさを示すものではありません。 

２.  取引の時価等に関する事項 

    事例処理を行っている金利スワップ以外は、該当事項はありません。 



  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、退職金制度の100％相当分について、適格退職年金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

３ 退職給付費用に関する事項 

 
(注) 平成18年３月期は、年金資産の運用実績により、退職給付費用がマイナスとなっております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

イ 退職給付債務 △177,879千円 △179,754千円

ロ 年金資産 219,814千円 243,769千円

ハ 貸借対照表計上額純額(イ＋ロ) 41,935千円 64,014千円

ニ 前払年金費用 41,935千円 64,014千円

ホ 退職給付引当金(ハ－ニ) ─ ─

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

イ 勤務費用 △6,252千円 5,619千円

ロ 退職給付費用 △6,252千円 5,619千円



  

(税効果会計関係) 

 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 44,440千円

未払事業税否認 241

前受収益否認 77,524

役員退職慰労引当金 178,972

リース契約解約損 3,166

減損損失累計額 225,505

ポイントカード引当金 42,866

その他有価証券評価差額金 341

その他 21,275

繰延税金資産小計 594,334

評価性引当額 △126,663

繰延税金資産合計 467,671

繰延税金負債

前払年金費用 16,941

その他 7,996

繰延税金負債合計 24,938

繰延税金資産の純額 442,731
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 66,660千円

未払事業税 19,697

前受収益 72,736

役員退職慰労引当金 190,607

リース資産除却損 1,903

減損損失 170,429

ポイントカード引当金 42,239

その他有価証券評価差額金 418

その他 30,581

繰延税金資産小計 595,273

評価性引当額 △ 87,475

繰延税金資産合計 507,798

繰延税金負債

前払年金費用 25,862

その他 10,636

繰延税金負債合計 36,498

繰延税金資産の純額 471,299

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため注記を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳

法定実効税率 40.4％

(調整)

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.0

住民税均等割等 1.0

留保金課税 1.7

その他 △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

44.1



  

(持分法損益等) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社は、金融機関借入に対して、代表取締役社長岡義治より債務保証を受けておりましたが、保証料の支

払い及び担保の提供は行なっておりません。なお、期末日現在、債務保証は全て解消しております。 

(2) 当社は、金融機関借入に対して、代表取締役社長岡義治より土地建物の担保提供を受けておりましたが、

期末日現在、担保提供は解消しております。 

(3) 当社は、仕入取引において、代表取締役社長岡義治より連帯保証を受けておりましたが、保証料の支払い

は行なっておりません。なお、期末日現在、連帯保証は全て解消しております。 

(4) 当社は、賃貸借取引に対して、代表取締役社長岡義治(年間賃借料36,921千円)より連帯保証を受けており

ますが、保証料の支払いは行なっておりません。なお、当期末における被保証残高はありません。期末日

現在、広島西店店舗並びに久留米店敷地一部の賃貸借取引に対して、連帯保証を受けておりますが、その

他の連帯保証は全て解消しております。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1)役員及び個人主要株主等 

 
(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

    当社は、賃貸借取引に対して、代表取締役社長岡義治(年間賃借料32,940千円)より連帯保証を受けており

ますが、保証料の支払いは行なっておりません。なお、当期末における被保証残高はありません。期末日

現在、広島西店店舗の賃貸借取引に対して、連帯保証を受けておりますが、その他の連帯保証は全て解消

しております。 

  

(2)子会社等 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

  

  

  

  

属性 氏名 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
被所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 岡 義治 ─ ─
当社 
代表取締役 
社長

(被所有)
直接42.0％

─ ─

当社の借入に対
する債務被保証
(注２(1))

─ ─ ─

当社の借入に対
する土地建物の
担保提供 
(注２(2))

─ ─ ─

取引基本契約連
帯保証 
(注２(3))

─ ─ ─

店舗等賃貸借契
約の連帯保証 
(注２(4))

─ ─ ─

属性 氏名 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等の
被所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 岡 義治 ─ ─
当社 
代表取締役 
社長

(被所有) 
直接41.5％

─ ─
店舗等賃貸借契
約の連帯保証 
(注２)

─ ─ ─



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
 

   

２ １株当たり当期純利益金額 
 

  

(重要な後発事象) 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 2,360円11銭 １株当たり純資産額 2,550円77銭

 
１株当たり当期純利益金額 165円43銭 １株当たり当期純利益金額 250円74銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年10月27日付で普通株式１株を４株に

株式分割を行なっております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行なわれたと仮定した

場合の前事業年度の１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。 

１株当たり純資産額           2,120円22銭 

１株当たり当期純利益金額         212円34銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 3,189,739 3,447,422

普通株式に係る純資産額(千円) 3,189,739 3,447,422

普通株式の発行済株式数(株) 1,351,600 1,351,600

普通株式の自己株式数(株) 80 80

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

1,351,520 1,351,520

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

当期純利益(千円) 191,644 338,887

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 191,644 338,887

期中平均株式数(株) 1,158,447 1,351,520

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

― 株式取得による会社の買収
平成19年３月30日開催の取締役会において、以下のとお
り株式会社シティ情報ふくおかの株式取得による買収を
決議いたしました。その結果、平成19年４月６日をもっ
て同社は当社の子会社となりました。 
 
(1)理由 
ＩＴ技術や情報・サービスによる提案の幅を広げる 
ため。 
(2)株式取得の相手の名称 
・相手の名称 秀巧社印刷株式会社 
・株式数 1,020株 
・議決権比率 82.2％ 
(3)買収する会社の名称、事業内容、規模 



 
  

  

・会社の名称 株式会社シティ情報ふくおか 
・事業内容 出版事業 
・規模(平成18年７月31日現在) 
売上高 175百万円  
総資産 137百万円 
純資産 52百万円 
(4)株式取得の時期 
平成19年４月６日 
(5)取得する株式の数、取得価額及び取得後の議決権比率 
・取得株式 950株 
・取得価額 10百万円 
・取得後の議決権比率 76.6％ 
(6)取得資金の調達方法 
運転資金により調達しております。



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価証券
その他 
有価証券

ＤＫＡ物価連動国債ファンド 28,385,385 28,652

計 28,385,385 28,652



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」の欄には、減損損失累計額が含まれております。 

２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
３ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 2,863,237 5,199 188,285 2,680,151 1,259,508 89,216 1,420,642

 構築物 121,912 ― ― 121,912 86,955 6,373 34,957

 車両運搬具 2,574 ― ― 2,574 2,434 302 139

 工具、器具及び備品 293,404 14,126 24,186 283,344 233,960 17,301 49,383

 土地 1,775,720 125,991 132,000 1,769,711 ― ― 1,769,711

 建設仮勘定 ─ 342,893 10,000 332,893 ― ― 332,893

有形固定資産計 5,056,849 488,209 354,471 5,190,588 1,582,860 113,193 3,607,728

無形固定資産

 商標権 1,142 ― ― 1,142 428 114 714

 ソフトウェア 151,399 1,420 ― 152,819 94,569 30,376 58,250

 その他 12,033 ― 55 11,977 ― ― 11,977

無形固定資産計 164,575 1,420 55 165,940 94,997 30,491 70,942

長期前払費用 75,494 4,110 4,085 75,520 6,704 3,456 68,816

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

 金沢店建設による増加

  土地 125,991千円

  長期前払費用 166千円

  建設仮勘定  142,965千円

 高槻店建設による増加

  長期前払費用 3,307千円

  建設仮勘定 189,927千円

 北九州店舗設備の売却

  建物 188,285千円

  工具、器具及び備品 19,083千円

  土地 132,000千円



【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の決算日後５年間の返済予定額は、以下のとおりでありま

す。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,400,000 700,000 1.03 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 627,200 657,196 1.78 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

3,404,808 2,939,722 2.05
 平成20年４月～ 
平成32年５月

計 5,432,008 4,296,918 ― ―

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

531,226 443,651 413,379 356,888

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 1,049 18,663 334 714 18,663

賞与引当金 110,000 165,000 110,000 ― 165,000

製品保証引当金 4,085 7,589 4,085 ― 7,589

ポイントカード引当金 106,104 104,554 106,104 ― 104,554

役員退職慰労引当金 443,000 30,800 2,000 ― 471,800



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
(ロ)期日内訳 

 
  

③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

区分 金額(千円)

現金 17,068

預金

普通預金 375,275

定期預金 1,444,095

定期積金 468,000

小計 2,287,370

合計 2,304,439

相手先 金額(千円)

日米電子(株) 164

(株)九州ＡＶ 110

合計 274

期日別 金額(千円)

平成19年６月 110

平成19年７月 164

合計 274

相手先 金額(千円)

ＵＦＪニコス(株) 119,501

ソフトバンクＢＢ(株) 100,054

ＪＣＢカード(株) 81,837

九州通信ネットワーク(株) 36,604

西日本電信電話(株) 33,343

その他 494,329

合計 865,668



  

 
(注) 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

前期繰越高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

677,562 18,169,221 17,981,115 865,668 95.4 15



④ 商品 

  

 
  

⑤ 製品 

  

 
  

⑥ 原材料 

  

 
  

⑦ 貯蔵品 

  

 
  

品目 金額(千円)

パソコン本体 259,752

周辺機器 610,743

パソコンパーツ 281,825

サプライ品 228,178

ソフトウェア 164,653

中古品・その他 129,616

合計 1,674,770

品目 金額(千円)

プライベートブランドパソコン 70,294

合計 70,294

品目 金額(千円)

主要材料 12,998

合計 12,998

品目 金額(千円)

事務用消耗品 2,660

その他 434

合計 3,095



⑧ 敷金保証金 

  

 
  

⑨ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

⑩ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(千円)

東宝住宅(株) 212,055

(有)鈴信興産 184,912

(株)高松組 125,450

(株)富士通パーソナルズ 100,000

(株)和泉エステート 93,600

その他 567,729

合計 1,283,746

相手先 金額(千円)

DAEWOO COMPUTER CO.,LTD. 6,610

合計 6,610

期日別 金額(千円)

平成19年４月 6,610

合計 6,610

相手先 金額(千円)

ダイワボウ情報システム(株) 148,205

(株)富士通パーソナルズ 89,635

ソフトバンクＢＢ(株) 74,781

(株)グリーンハウス 68,072

(株)バッファロー 59,573

その他 847,610

合計 1,287,876



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

  株券喪失登録請求手数料 １件につき、9,030円(税込み)

  株券登録手数料 １枚につき、525円(税込み)

単元未満株式の買取り

  取扱場所
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜二丁目４番６号
株式会社だいこう証券ビジネス

  取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支社

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載し
て行います。なお、そのアドレスは次のとおりです。 
 http：//www.applied-net.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第24期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日福岡財務支局長

に提出 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第25期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月12日福岡財務支局

長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

アプライド株式会社 

 
  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアプライド株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第24期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監

査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アプライド株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成18年６月28日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  渕  輝  生  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  尾  政  治  ㊞

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

 



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

アプライド株式会社 

 
  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているアプライド株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第25期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、アプライド株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

平成19年６月27日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  渕  輝  生  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  松  尾  政  治  ㊞

(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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